「平成を振り返り、令和の時代の福祉を考える」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡市手をつなぐ育成会　理事長　花田敏秀
新年、あけましておめでとうございます。
新しい年の始まりにあたり、平成を振り返り令和の時代の福祉について考えてみたいと思います。
平成の時代は福祉の大きな変革の時代でした。平成元年にゴールドプラン（高齢者保健福祉推進10カ年戦略）の策定で介護保険成立に向けてのスタートが切られ、平成9年に介護保険法、12年に社会福祉法、14年に支援費制度、17年に自立支援法が制定されました。この改革は①措置から契約②選別主義から普遍主義（限られた人だけが福祉を利用していたものを広く一般の人も利用できるように）③保護から自立へ④サービス提供主体を国から自治体へ。という4つの大きなパラダイムシフトが構想されていました。
障がい者の分野では「障害者権利条約」の批准が大きな出来事でした。これにより障がい者分野の様々な法律が制定されたり改正されました。この条約の中に「我々のことを我々抜きに決めないで」という言葉が出てきますが、これまでの保護と管理の福祉から意思決定を尊重した自立支援へとパラダイムシフトがなされました。
四つのパラダイムシフトの評価は紙幅の関係上出来ませんが、社会福祉法人として福祉事業を行う者の視点から見れば、利用契約制度になるのは時代の流れでやむを得ないことだったと思います。しかしながら多様な種別の法人が福祉事業に参入したことで様々な弊害もでてきたと思います。一部だと思いますが営利の追求を唯一の目的としているとしか思えない事業所の参入。そして何よりエビデンスに基づかない、民営化すればすべてが効率よく進み、活力ある社会が実現するという神話。利用契約制度にすることと同時にvulnerable （バルネラブル・身体的に、精神的に、感情的に影響を受けやすい、傷つきやすい人。弱みがあるために攻撃されやすい）な人を護るためのいろいろな仕組みを作りましたがその仕組みが十分機能しているのでしょうか。民営化することが必ずしも経済の成長に結びつかない事例が世界各国で報告されているにもかかわらず、この呪文や神話から我々が逃れられないといった新たな課題も出てきました。
[bookmark: _GoBack]さて、令和の福祉はどうなるのか浅学非才の身でそのことを語るのはおこがましいのですが、どの会議に出ても地域共生社会、多様性を認める社会、「我が事、丸ごと」で福祉を考えるという話で終始しています。どれもこれももっともなことでそのこと自体に反対する人はいませんが、しかしながらそれを実効性あるものとする具体策となると甚だ心もとなく途端に抽象的になってしまいます。少しあまのじゃくなものですから裏読みすれば、自助努力でみんなで助け合ってやってください。国に頼らず自立してくださいと言いたいのではないかとも取れます。それでうまくいくのならそれでいいのですが。
文科省の大臣が大学受験に民間試験を導入しようとして「身の丈」発言が出てきました。公教育の責任を放棄するかのような発言なのですが、こうした発言も実は裏読みの符牒にあっているのです。戦闘機1機を購入するお金で国立大学の授業料を今の半額以下にできます。資本主義・自由主義国家でもアングロサクソン系（アメリカ・イギリス）ではない国（ドイツ、フランス等）の多くが公教育は大学を卒業するまでほぼ無料です。言うまでもないことですがドイツは経済の優等生です。国にお金がないのはわかりますが、その使い方に問題はないのかなーと思ったりします。
ところで今号は正月に発行されますので、否定的なことばかり書いていてはめでたくありません。そこで肯定的な部分を書きます。それは令和の福祉のキーワードの一つ「ごちゃまぜの福祉」です。高齢者・障がい者・児童と分かれている福祉のそれぞれの垣根を超えた支援が考えられようとしています。医療の世界もあまりにも専門分化した治療を患者その人全体を総合的に看る総合診療科の視点が重要視されるようになってきています。令和の時代はそれぞれの専門性を生かしながらvulnerable （バルネラブル）な人たちの生活を丸ごと考えていく福祉になっていくことを期待したいと思います。　
「大山鳴動して鼠一匹」と言われないように育成会の活動や事業を確実に前に進めたいと思っています。今年もよろしくお願いします。
